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1は じめに
,デ メ リカにおいて1996年9月に会計検査院(GAO)が、証券取 引委員会(SEC)に対 して財務諸
表監査の監査人 を監視 する新 しい機 関の設置 を勧 告 した6ま た同年12月にSEC委員長Levitt
は、会計事務所 に対 して次の発 言を行ったω。それは、財務諸表監査の質の低下が危惧 される
よ うな状 況 になってお らず 、監 査人の仕事が 三般 の期待 に答 え られる ものであ る とい う信頼
を勝 ち得 るべ きとい う・ものであった。これ を受けて アメ'リ.力公認会計士協会(AICPA)とSECの
合意の もどに1「独 立性基準 審議 会」(IBS;IrtdependenceStandardBoard)が1997,年5月に発足 し
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た。 この機 関は、SEC登録企業 におけ る外 部監 査人の独 立性 の遵 守 ・維持 ・強化 を 目指 した
ものであ る。
1994年か ら1995年にかけてアメリカの100大会計事務所 のコ ンサ ルテ ィング業務か らの収 入
は36%増加 じiたが こ監査業務 か らの収入Llitlb;o:しか増加 しごか つた己 コンザルテ ィング業務か
らの収入の伸 びは1999年度 には過去5年 間で最低 を記 録 したtZ)。この ことを、会計 事務所 のコ
ンサ ルテ ィング業務依存体質の現われ とする向 きもあっだ3}。しか しこの収 入の伸 びの鈍化 は
次年度以降 にまで尾 を引かず 、例 えば5大会計事務所 の 一つデ トロイ ト・トゥシュ ・トーマ ツ
は、2001年度の コンサ ルテ ィング業務 の伸 びを10%と見込みその割 合は全収 入の3～4割 に及
ぶ と予測 している{4)。
SEC委員長Levittは、再 び2㎜ 年5月 にニ ューヨー ク大学 におけ る演説 で次 の ような会計事
務所に対す る批判 を行っだ51。監査人は コンサ ルテ ィング業務 を供与 してい る被監査会社の機
嫌 を損 ねないためiこ、SECに対す る報告利益 の誤 った記載 を見逃 してい る。 また余 りに も多
くの監査人が監査 をい かに適切 に行 なった よりも、いか に非 監査業務 の市場 を拡 大 したかで
評価 されてい る とす る。 さらに会計事務所 の多角化 は、長期 的 な経済関係か ら生み 出 される
利害 を作 らない ように達成 されるべ きで あると発言 してい る。 この ような状況 下でIBSは、監
査 人の独 立性 に対す る概念 フ レームワークの公開草案 を2㎜ 年11月に公表 しだ6}。'
ところが会計事務所のコンサ ルティング部門の分離が 主張 される中でこれに反対す る動 きが
胎動 して きた。それはまずエ ンゲ イジメン ト.1チー ム:r.アプロ'・"チ(engagementteamapproach)
とい う、会計事務所全体 の独 立性 よりむ しろ監査 チームの独 立性 を問題 にす る新 しい考 え方
の提示 とい う形で現われ た(7)。'この考 え方は2001年2凡5日に発効 したSEC規則201にすでに
採 用 され、国際会計士連 盟(IFAC)の公開草案お よびIBSやAICPAの上級倫理 委員会で も提 案
に向けて審議が行 われている{8}。また法律事務所 メイヤー ・ブラウンアン ドプラッ トは、1999
年 に1BSが5大会計事務所 を対 象に行 ったア ンケー ト調 査を分析 し次 の指摘 を行 っている。第
一 に人件費 を差 し引 く前の監査業務 の粗利益マ]ジ ンはゴン サルデ ィング業務 よりも多い。第
二 にアンケー ト調査で会 計事務所 は、監査 業務か らの収入 は安定 的な ものであるので、監査
業務の質の向 ヒに常 に努め、 コンサルテ ィング業務 の供与が独 立性 と監査収 入 を危険 に さら
す こ とはない と回答 していることである。 …
以上の こ とか ら分か るよ うに、現在 ア メリカで監盗 人の独 立性 に関 して もっとも議論 され
て いるこ とは、'被監査会社 に対 す るコンサルテ ィ,ング業務 の供 与が独 立性 を損 なうかとい う
古.くて新 しい問題であ る。'この問題は監査 法人 による非監査業務 の拡大 が続 く日本 において
も他 人事ではない。・・t/、,ttI,・ 、 ・"tパ,、:,
'コンサ ルテ イ・ング業務の被監査会社 に対す る供与が独 立性 に与 える影響 についでモ デルを使
っ た飾 を し故 敵 には ・ 服 ば最 近 で1よ'Siinuni・(1蜘やGigl・rand・P・nnOflee5)があ げ られ
る。前者は∴完全競争市場を前提どしてピコンサルティング業務の供与によっで生み出され
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る経 済利 害が監査 人の独 立性 に影響 を及ぼすかを分析 してい るご しか し分析 結果はか な り曖
昧 な もめで、・実証分析 で も監査 業務 とコンサ ルテ ィング業務 の間に波 及効果 があるこ とを示
む でいるにす ぎない6=.i'"ttt、
後 者は、 ラ ンダムマ ッチ ング ・ゲ ーム的手法 に より、'外部者に不 可解 で不信 感 を抱 かせる
被監査 会社の行 動が意図的 な もので はなく、競争が不完 備情報 下で行 なわれてい るこ とにあ
る ことを示 してい る。被 監査会社の不 審な行動 とは次 の ようなものである。第一に監査 人の
交代 があ る場 合 に、被 監査会社が会計 システムに封 じて わざと十分 な投 資 を行わない ことで
あ る。 この行 動 によって前任者の監査人の競 争力 を高 め、新任 の監査人か ら一層の監査報酬
の割 引 を引 き出そ うとす るのであ る。、第二 にコンサ ルテ ィング業務 に関 して競争相手 の監査
人が価格的 によ り魅力的 な報酬額 を提示 している にもかかわ らず、現 在監査 を受 けてい る監
査 人か らそめ供与 を受け よう とする ことである。第 三 に会計事務所 が監査 業務 とコ ンサ ルテ
ィング業務 を別の利益セ ンター として完全分離 したため に、両者の業務の 同時供与が もはや
効率的で な くなって もそれ を受 け ようとすることである。 ・、 』'.オ 、、
'` 本小稿で は ヒの両 者の分析視点 とはやや異 な り、市 場の独 占化 ・寡 占化 とい う不完 全競争
の原理 を導 入 して 、コ ンサ ルテ ィング業務 の同時 供与が監査人の独 立性 に及ぼす影響 を探 っ
た。 第 皿章 では まず独立性が侵害 されてい る場合の判定基準 を探 り、第m章 ではその判定 を
行 う場合 に、産業組織論的モ デルを応用す ることの意義 を示 した。第IV章では具体的 なモデ
ルを導 入・して分析 を進め 、第V章 と第W章 でその分析が示唆す る意味 合い について検 討を行
ったふ 第V章 では監査法 人とコン サ ルテ ィング会社 の寡 占競争 につ いて、第W章 で は同1じ監





被監査会社 に監査 とコンサ ルテ ィング業務 を同時 に提 供 してい る場合、監査法人の独立性
が損 なわれ る条件 とは どの よ うなものであろ うか。 これ についてSimunic(1984)は次の ような
議論 を行 っている(9)。監査法人は監査部門 とコ ンサル テ ィング部 門に分割 されてい るとす る。
まず監査業務 とコンサ ルテ ィング業務が別々に提 供 される場 合の コス ト関数 をそれぞれCi〔q,」
と(フt(q,」とす る。 なおqは提供 され る各業務の数量を表す。次に監 査業務 とコ ンサ ルテ ィ1ング
業務が一括 して供与 される場 合のコス ト関数 をそれぞれc2(q,,q`:)とc2(q,,)とす る。 もしコンサ
ル テ ィング業務 か ら得 られ る知識が監査部門に とって有益 であれば、o∫rσ,ナ三c2r4∂の場合 に
おけるすべ てのqについてCi(q()>C2(q,,.q,)が成立するはず である。
・一一括供与 に よって生 じるコ ス ト節減が、層た とえ部門 に分かれて い よう と一つの監査法 人の
中で起 こるな ら、それぞれの部門で得 られた知識が実際の売買に よってのみ相互の部 門で共
有 される とで も考えない限 り、 この ような推 定は もっとも自然な もの と考 え られる。}この場合
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コンサ ルテ ィンダ業務 の提 供による監査業務の:x;ト節 減効果g(・)は、g(→=Ci(q,;)fC2〔qit、
ij,・)で表 され るであろう 。 監査法 人に とって もろ とも望 ま しい ことは 、この コス トの節減効果
によって生 まれる利益 をすべ て利 得するために～両者の業務が別 々に提 供 されるpス トCi(q,、)
を基 に して報酬額 を提示す ることである。
ところで コ ンサル テ ィング業務 の提供 か ら副産物 と して得る知識は、被監査会社 に関係特
殊 なものであ り、そこか ら得る利益 は準 レソ トと位置付 けるこ どがで きる。つ まり監査法 人 と
被監査会社 は、、lqein,Crawfbrd,andAlchian〈1978)の言 うい わゆる相 互独 占の状況 にある と考
えて もよい。そ うす るともっ とも問題 となることは、この準 レソ トが監査法人のパー トナーに
よつてすべて利 得 されて しまうのか、潜在的競争者の存 在が競争 を生 み監査 業務 の報酬 額が
削減 され、'結果的に被監査会社 に部分的 にで も還元 されるかで ある。'しか もここで重要 なこ
とは、経 済学 で よ く問題 となる富 の配分の問題では な く、.監査人 の独 立性 に対す る影響 であ
る。即 ち監査 業務 とコンサ ルテ ィング業務 を一括 して提供 してい る監査法 人が、 コンサ ルテ
ィング業務に関連 した関係特殊 的 な資産か ら経 済 レソ ト得 てい る とす る と、その独 立性 は損
なわれているど考 えられるか らである。.たとえその レソ ト自体が、知識による外部効果の産物
であると して も、独 立性 に対す る負の影響 は免れない とする 立場である。 、 _・
以 上の議論 は、・コンサ ルテ ィジグ業務 の供与 が監査 人の独立性を損 なっているか否 かの判
断基準 を提 示 してお り非常 に意義 がある。被監査会社 に対する コ ンサ ルテ.イング業務 の供与
に よるコス ト削減効果が く監査法 人を[方 的 に利す る・とす ると、重要 な経済利害の発 生 か ら
その独 立性が疑われて も仕 方がないであろ;う。 ここではSimunic(1984)の指摘す る波及効果が、
コ ンサルテ ィング部門の コス ト削減 にもつながる と考 えた○つ ま り監査業務 か ら得 られ る知識
が コ ンサ ルテ ィング業務 にも有益 であるため 、Ci(q,0=c2(q、0の場合 におけ るすべ てのqにつ
いてCi(q,:2>c2(qf、,q、t)が成立 す る と したポ この相 乗 効果 に よ る コス トの削減 は 、g(→==
0ノ(q,,)-C2(q,,.q,)+Cノ(q,,)-C2(q。,q,」で表 され る。 もし相乗効果が監査報酬額 とコ ンサ ルテ ィ
ング報酬 額の引 き下げ とい う'形で被監査会社 に還元 されるな らば、監査法 人の方に必 ず しも
重要 な経 済利害が発生す るわけでは ない。 む しろ監査法 人か ら提 供 されるサ ー ビスの効率化
,8いう点か らも被監査会社 に どって望 ま しいことになるで あろ う6..・
皿 産業組織論 的モデルの応用 と分析の視点 卜 ・ ～ ・ … .'・
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Simunic(1984)は、監査法 人が完 全競争の状 況にある とい う前提の 上で、競 争に よってその
よ うな還元 効果が生 まれ るかを分析 している6・しか しここでは監査 市場 は■eつの監査法 人に
よ り独 占 され、監査報酬額 が独 占価格 に よって決定 される単純 な状 況 を想 定 して分析 を進め
る ことにし た。 この よ うな前提 は、・日本の監査市場の ように、監査法人の間 における価格競
争が余 り存在 していない状況 によ り当ては まると考えたか らである。逆にコンサルテ ィング市
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場 は この監査法人 とコンサ ルテ ィン グ会社の寡 占市場 とした。 ただ し監 査 市場 は、.その需 要
が法律 などで制約 を受 けていない非規制 市場 であ ると した。'さらに監査 業務 どコ ンサ ルテ ィ
ング業務 が被監査会社 に同時 に提 供 され る場 合には、双方の 業務の報酬 額 も…指 して提示 さ
れ るとした。",.'・ 、.一
理 論で はと もか く実務 では、公認会計 士が提供 する監査業務 とコンサルテ ィング業務の境
界線 は非常 に曖昧で あるのが現 実であ る。監 査を行 うため には被監査 会社の内部統制 の整備
が前提 と され る。=内部統制 に多少の不備が ある場 合 に監査の過程で それ を指摘 し整備 の手助
け を行 うご とは自然 の流 れであ る。内部統制 に関す る多少の不備の指摘 と改善 を コンサ ルテ
ィツ グ業務 とみ な し、監 査人の独立性 を損 なわ ない ように相 互に分離 して別の コ ンサル タン
トに依頼す る どい うの は正論か もしれない。 しか し実務的 には不可 能であ り被監査 会社 に と
らて も非効率 こめ上ない ことであ ろ う。 この ような状況 を考 えると、被監査会社に対す るある
程度 の コ ンサ ルテ ィング業務の供与 は必 要不 可欠であ り、相 互に分 離不可能で セ ッ トに して
供与 されてい ると考 えて もよいか も しれ ない。企業の上級取締役 の国 際団体であ るFinancial
Executiveslnstitute(FEI)の調査 において もue)、2㏄)を越 える大企業 の85%が監査人か らiンサル
テ ィング業務の供 与を受 けてい る。 またFEIの調査の回答企業は、 システム ・コンサ ルテ ィン
グの ような ものは、監査 を受 けている監査法人が もっとも適 して いる と答 えている。 ‥ ・
ゆえに本小稿では監査業務 とコンサ ルテ ィング業務がセ ットで しか供与 され ない という状況
を前提 に し、'それが監査法人 を一方 的に利 す るこ とになるか 否か を分析 してい く。監査法 人
に とつて被監査 会社 に監査業務 とコンサルテ ィング業務 をニ一括供 与す るこ とが ぐ独 立性 にど
の ような影響 を及ぼすが を産業組織論 的モデ ルを用い て解析 しようと した。具 体 的には両業
務 の一括供 与が;報 酬 額 の引 き下げ とい う形で還元 され被監査 会社 に有利 に作用 するか否か
を短期的視点 と長期的視点 に立 って分析 しよう どした6も し両 業務 の一括 供 与が 、'被監査 会
社 に一方的 に恩 恵 を与え監査法 人にはむ しろ不利益 を生 むので あれば、,独立性 に対す る影響
はほとん どない と言 って もよい。逆 に一括供与が 、監 査法人 に対 して新 しい経済利害 を生み 、
被 監査会社 に還元 され ることな く一方的に享受 され る もので あれば,独 立性 に対 して負 の影
響があろ う。 ・ 、 ・'・ ㍉.
、分析 にあたって、Whinston(1990)のフ ォー クロージャ(foreclosure)に関する モデ ルを応用'し
た。SimUnic(1984)のモデルで は市場 におけ る完全競争の世界 を前提 として分析 を進めている
が ミ こごでは独占や寡 占のある不完全 競争の世界 を前提 と して分析 を進 めるこ とになる。'フ
ォー クロー ジャー とば競争相 手め締 出 しを指 す。 一般 にある市場 を独 占 してい る企業が、1そ
れ を利用 して別 の市場 において も競争相手 の締出 しを図るこ とがそれに当 たるω}。企業が フォ
ー クロージ ャを図 ろ うとする市場 の商品は、すで に独 占 して いる市場 の商品 と補完性 または
関連性がある場 合が多い。例 えばマ イクロ ソフ トは、表計算 ソフ トまたは インター ネ・ッ、ト接続
ソラ トで圧倒的 なシェアを獲得 レ,顧 客が表計算 ソフ ト.またはイ ンターネ ッ ト接続 ソフ,トを買
6 一 経 理 知:・、識 ニ ー
うな らマ イ.クゴ ソワ トの 製 品 を望 ん で い るこ とを巧 み に利 用 した。 そ れ は～表 計 算 ソフ トや イ
ン ター ネ ッ ト接 続 ソ フ トお よび ワー プ ゴ ソ ア トを原則 と して 一括 購 入 しか で きない よ うに した
こ とで あ る6こ め結 果 日本 にお け る ワー プ ロ ソ フ トの シェ ア を飛 躍 的 に拡 大す る こ とに 成功
し、現 在 では他 の ソフ トを押 しの け て独 占的 地 位 を獲 得 しつつ あ る。!
∵ この ような こ とが 、 コ ンサ ルテ ィ ング業 務 の市 場 に お い て も生 じて い た ので はない か と考 え
たの で ある。現 在 の よ うに公 認 会 計 上 が、 コ ンサ ル テ ィ・ング業務 に対 して もか な りの シ エ ァ を
占め る ご とが で きた の は 、財 務 諸 表監 査 業務 の独 占 を最 初 に獲 得 で きた こ とに起 因 す る か も
しれ ない 。 ア メ リ カに お い て税 務 や会 計 支 援 業務 を独 占 して い た 公 認 会 計 士 が 、 さ らに監 査
を顧 客 に 一括 して提 供 す る こ とに よっ て監 査 業 務 の独 占 を獲 得 した 。 さら に監 査 業 務 の 独 占
を利 用 して ㍉ 従 来行 わ れ で い た 会計 支援 業務 以 外 の コ ンサ ル テ ィ ング業務 を顧 客 に一 括 して
提 供 す る。 これ に よって独 占的 に提 供 で きる コ ンサ ル テ ィン グ業 務 の範 囲 を増 や しい そ の 業務
にお ける競 争相 手の コ ンサ ル テ ィ:ング会 社 を締 出 して独 占 を獲得 す る とい う手段 で あ る6・・
N基 本 的 モデ ル ㌧':..i.・t.,」,
Whinstori(1990)のモ デル を応 用 す るにあ た っ てu21、監 奪 法 人が被 監査 会 社 に コ ンサ ルテ ィ ン
グ業務 を提 供 した場 合 に、Simunic(1984)が指 摘 す る よ うな一 括 供 与 が 生 み 出す 相 乗 効 果 は 無
い もの と した。 ただ し一括 供 与 が相 乗 効 果 を もた らす場 合 につ し}ても触 れ るつ も りで あ る。先
に も述 べ た とお り、 監査 市 場 は非 規制 市 場 で あ り、・監査 の 需 要 に対 す る法 律 的 制 約 もな い も
の と した;そ こ におい て 監査 市場 自体 は≡ つ の 監査 法 人κに よ って独 占 され て い る とす る。 監
査 に対 して 被 監 査会 社 が 支払 う報 酬 額 をvと す る6監 査 の需 要 は監 査 報酬 額 がvを 上 回 らない
限 り1と お く。ト便宜 上被 監 査 会 社 の 規模 や 事 業 内容 な ど監 査 や コ ンサ ルテ ィ ング を行 う条 件
は1司一 とす る。'すな わ ち監 査 報 酬 は どの被 監 査 会 社 に 対 して も同 一 で あ り、'コンサ ル テ 〈 ン
グ報酬 も同様 の こ とが 成 り立 つ とす る。 コ ンサ ル テ ィ ン グ市場 は 、監 査 法 人Xと 一一つ の コ ンサ
ル テ ィング会社yが 競合 す る市場 で あ る とする 。 コ ンサ ルテ ィ ング 市場 に お け る監査 法 人Xと
.コンサ ル テ ィング会社 γの需 給.9q.,,q.,/をそれ ぞ れ(1)(2)のよ うに表 す 。
ω …σ,=D砲1,P,〃 ・1・ ・ ↓:・ ・:・e.、 、.'.1
(2)qg=1):tlIP.」,Pti)t・ ・''"`◇..・ ・.・ 、tt
単 純 化 の ため に監 査 市場 と コ ンサ ル テ ィン グ 市場 の 顧 客 は同rで あ ると し∵ 両 市場 と も顧
客 に対 して単 一 の 需 要 しか 発生 しない とす る。 それ は 次 の式 で表 ざれる 。 ・
(3)D.,・(P.,,Pv)+D,,(P.,,p,))=1't'.:・・、 '.ltt・ ・
ゆ えに コ ンサ ル タ ン ト市場 に お け る監査 法 人Xの 需 要 につ い て は次 の'ことが 成 り立 つ。
(4)Pvθr),,、Pu)≦1'・r・ ・'
監 査法 人Xの 監 査 コ ス トをbど お き、 コ ンサ ルテ ィング 市場 にお け る コ ンサ ル テ ィ,ング提 供
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コス トをCxとお く。 な おaン サ ルテ ィング市 場 にお け る コ ンサ ル テ ィ ング会社Yの 報 酬 額p!Jは
所 与の もの とす る。ρ ま り監 査 法 人Xと コ ンサ ル デ ィ ン グ会 社Yは 個 別 に提 示 報 酬 額 を選 択
し、 監 査法 人Xは 、 監査 報酬 額 とコ ンサ ル テ ィ ング報 酬 額 を…r括して提 示 す るか 否 か を 、・相 手
の行 動 を見 る こ となく即 座 に決定 しなけ れ ば な らない 。 ここで 監 査法 人Xが 監 査 報酬 額 とコ ン
サ ル デ ィ・ング報 酬 額 を一括 提 示す る こ とに よっ て、何 の 利益 も得 る こ とが で きない こ とは容 易
に理 解 で きる。 監査 法 人Xが 監査 報 酬 額 と コ ンサ ル テ ィング報酬 額 を一括 に した提 示 価格 をPr
とす る。 そ の場 合監 査 法 人Xが コ ンサ ル タ ン ト市場 にお いて提 示 して いる仮 想 報 酬額 は、べp,-
I」と考 え る こ とが で きる。 そ れ ゆ え に 、監 査 法 人Xが 最大 化 を図 ろ うとす る利 滴 は次 の よ う,に
求 め られ る 。 、'tI:.Ftttt.、itt.t∵/
(5)::.(Ptl÷c-CJ)・)P"'(Rt-v,Pyi)・1・・∴'・i… .,1・.
Lt・1例え ば 最適 提 示報 酬 額 をPち・とお く とkD,.≦1であ るこ'とか ら、次 の不等 式 が 成 立す る こ と
が 容 易 に理 解 で きる。 ∵ 一.'.;
(6)(v-c)+[(P『r-v)一ρr]Q,,(P「r-v,P:tj)≧(Pf～・-c-c:i')Q・,,(PfrrZ},Pu)・tl㌧;}:、
上の 不等 式 の左辺 は 、監査 法 人Xが 監査 報 酬 額 と コン サ ル テ ィング 報 酬 額 を切 り離 して 別 々
に提 示 した場 合 の利 潤 を示 して い る。 こ の式 か ら分 か る よ うに 、p〃が 所 与 で 自身 に残 され た
需 要 に対 して独 占企 業 と して行 動 す る限 り、 監査 報酬 とコ ンサ ル テ ィ ン グ報 酬 を二括 して提
示 す るこ とは、監 査 法 人Xに とって何 の利益 もないdそ れ は監 査法 人の 裁 量の余 地 を狭 め るだ
けで あ り、 百害 あ って 一 利 無 し とも言 え る。 監査 報 酬 と コ ンサ ル テ ィ ン グ報 酬 をひ括 化 した
場 合 に、 コ ンサ ルテ ィ ング市 場 だけ にお け る仮想 提 示報 酬 額 を瓦 で示 す とす る 。 そ れ は次 の
よう に表 す こ とが で きる。u t、 ト.,、
(7)bノ三」o*1・-v・.!.、 、・:、
重要 な こ とは次 の こ とが 言 え る こ とで あ る。 どの よ うなPuに対 して も、 一括 化 した時 の仮
の コ ンサ ル テ ィング報 酬 額見 が 、監 査 報 酬 と分 離 した 時 の額 ρ,.より低 くなる こ とであ る。 そ
れ を次 に証 明 した い。 監 査報 酬 とコ ンサ ル テ ィ ング報酬 を 一括 化 した場 合 の提 示 価 格R,、につ
い て 、監査 法 人Xの 利 潤 を最 大化 す る式 は(5)で示 され た通 りで あ る。 それ は 、 コ ンサ ル テ ィ ン
グ市 場 だ け の 仮想 報酬 額 につ い て次 の式 を 最 大化す る こ とにほ か な らない。
(8)'{fO-[c.,一(v-c)]iDl(fo.ti・p,b),
監 査 報酬 とコ ンサ ル テ ィン グ報酬 を一括 化 しない 場 合 には 、 監 査 法 人万 はρ,につ いて 次 の
式 を最 大化 す れば よい。
(9)〈P.i,'-i-q、)ρ,・(P.、't〃 ・ ・,'…,:
/:監査 法 人Xの 利 潤 関 数⑧ にお い てv'-cは定数 なの で 無 視 す る こ とが で きる。 そ れ ゆ え に監
査 報酬 と コン サ ル テ ィ ン グ報 酬 を一括 化 す る こ とは 、'コンサ ル テ ィ ン グ市場 の 価格 政 策 に関
して そ の コ ス ・トをv-cだ け引 ぎ下げ る効 果 があ る こ とに な る。 なぜ な らコ ンサ ル テ ィ ング報
酬 の一 括提 示 は 、 ゴ ンサ ル テ ィ ング 市 場 に お い て顧 客 を+人 失 う ご とに、監 査 法 人κが 監 査 市
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場 で も{,三εを失 う とい う代 償 を払 うこ とを意味 す・る か らで あ る 。つ ま り一括 化 は 、・コ ンサ ル
デ ィン グ市 場 にお け る監 査法 人Xめ 実 質 的 な限 界 コ ズ トを、',v-cだけ引 き下 げ るの と同 じ効
果が あ る こ とに な る。 この こ・とが 何 を 意味 す るか を次 に検 証 しよ うu%1・'L:・It
こ こで 監査 法 人Xは.:1コンサ ル テ ィ ング市 場 にお い て も自分 の残 余 需 要 に関 して独 占企 業 と
して行 動 して い る こ とに留 意 す る必 要 が あ る。 監 査法 人Xが2つ の異 な っ た総 費 用 関 数Ci'(り
とcノθ を持 つ℃ お り'、全 て め 監 査業 務 と ゴ ンサ ル デ ィツ グ業 務 の 合 計 需給 量gに 対 して次 の
こ とが成 立 してい る とす る。t;『 ・'JI.'1)"・
(10)qrの>Gω'・/、1・
総 費 用 関数 がC.i(りの時 の独 占 価 格 と需給 量 はp㌧mとqi"'で表 され 、総 費 用 関数 がq'(・')の時
に はPj"'とq/tで表 され る とす る。 総 費用 関数 がCi〔リの時 に 、監 査法 人xが 課 した い独 占価 格
は何 をお いて もit)i.であ るは ず で あ る。・た だ し監査 法 人万は こ の場 合 で も独 占価 格p,imでqi"tの
監 査 業務 と コ ンサ ル テ ィン グ業 務 を需 給 可能 で あ る。 ゆ えに次 の式 が成 立す る。,中`、
(11)Pヂ"q～川－G@"つ ・≧ρ,"」g∫"・一α`q.i"7・,《1'.・ バ1."i、・ ・`・
同様 に総 費用 関 数が 傷 θ の 時 に は 、独 占価 格Pimよりは ρノ"で監 査 業務 とコ ンサ ルテ叩 ング
業務 を提 供 したいで あ ろ うbそ れ ゆ え に次 の式 が成 り立 つ。・ 一,・ ・1'ぐ 、、llぺ,;
(12)初"㌦〃－q侵 ノつ≧Pimq㌶'t'-qi(q/n)・・ …:..;・T'
'(ll)と(12)式 を 加 え る と 次 の 式 が 得 ら れ る
。;tt・-tt'.'1..・
(13)'[¢i(q㌶m)一'C".i(q.i'")]一－r'[〔㌃(0㌶ 打)二Citqiti)]≧Ol・'・ 「ttb・ ・1
す な わ ち1't,'・tt・.1.、1':・.x、
(14)∫1'1::[Cンω 一 σ 、ω]dt≧0'・ ・




p=1一σとす る と、`・'、't』 ・.・
(17)Pi.≦ρ∫川''":;'F'…ttI・ ・::・tt:・1ビ'・
ゆえ に監 査法 人Xの 独 占価格 は、限 界 コス トが増 加 す れ ばL拝 す る と:言え る。 つ ま り独 占価
格 は限界 コス トの増加 関 数 にな るbttンサ ル テ ィ、ン'グ・コス トq.1は、監 査法 人Xが 監査 報 酬 と コ
ンサ ルテ ィン グ報酬 を 一一括 化 しな か った時 の1顧 客 あ た りの 単位 コス トで あ る○ 両者 の報酬 を
・括 化 した 時 にお け る、 コ ンサ ル タ ン ト市場 にお ける仮 想 コ ンサ ル テ ィング ご・コス トは それ よ
り旭c少 な くな る。 これ は、 コ ンサ ル テ ィ ン グ市 場 にお い て 限 界 ゴス ト・が 減 少 す る こ と を意
味 す る6監 査 法 人Xの 限界 コス トの 減 少 は 、 コ ンサ ル テ ィン グ報 酬 額 の 反応 曲線 を図1の よ う
1こ内 よ りに移 動 させ る{1416その結 果 監査 法 人xの 仮 想提 示 コシ サ ル テ ィ・ン グ報酬 額Pt()低下す
る。 つ ま りコ ンサ ル テ ィング会社 め提 示す る どの報 酬 額 動 に対 して も、次 の こ どが 成 立 す る。











こめ章では、IV章のモデルか ら示唆 されることについて議論 を進めたい。ただ しここでの議
論 は、監査 市場 の需要に対 して法律 的制約が課 されていない非規制 市場 を前提 とす る。 まず
W章 の(18)式か ら引 き出 される結論は非常に重要な意味 を持つ。監査法 人Xが 監査 業務 とコン
ザ ルテ イング業務 をL括 供与ず ることに より、被 監査 会社は後者の業務の供 与提供 をよ り低
い報酬額で受 けるこ とがで きる。被 監査会社の立場 に立てば、コ ンサルテ ィング業務 も監査
業務 と伴 に一括供与 して もらった方が有利 になる。逆 に監査法人Xの 立場 に立てば、両業務の
」括供 与は経 済的にはむ しろ負の影響 を及ぼす。一括供与 は、被監査会社だけを一÷方的 に利
するだけで、監査法人にとっては負の経済利害以外の何物 で もない。
これ らの点からだけ見る限.り、s監査業務 とコンサルタン ト業務の一括供与が、監査法人Xの
独立性 に悪い影響 を与え るとは思 われ ない。 一括供与は、・む しろ独 立性に良い影響 を及ぼす
か も しれない。・この場合 コ ンサ ルテ ィング部門の分社 化は、この一括 供与 を妨 げむ しろ被監
査会社には不利に働 ぐことになるδ一方監査法 人への経 済的 影響 は中立的である。ゆ えにご
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こ までの ところでは、独立性の強化 には コンサ ルテ ィング部門の分社 化は効 果的 とは言 えな.
いで あろ う。
次 にこのモ デルか ら示唆 されることは、監査報酬 とコンサルテ ィング報酬の一括化が コス ト
削減 のため に行 う投資 の役割 を果た してい ることで ある。監査法人Xが 監査市場 でv-cに 当
た る固定的 な投資 コス トを支払 う。 それは、実 は監査業務 をコンサ ルテ ィング業務 と切 り離
さず に一括 して提供 した時 に余分 に失 う報酬 に相 当す る。 この固定的な投資 コス トの支出は、
コンサルテ ィング市場 における限界 コス トc,を仮想的にc、i.-v-cに引 き下げる技術的役割 を
果 た してい ることにな る。'コンサ ルテ ィング市場 は寡 占市場 であ り、一般的 にはD,<1のた
め 、監査法人Xの 需給 量は監査市場 より小 さい。そのため何 らかの戦略 的意義 で もない限 り、
1この ような投 資は有益 ではない
。
監査法 人Xと コシサ ルテ ィ'ング会社Yが 報酬額 に関 して競争 を行 うが、その前 に監査法人X
が監査報酬 とコンサルテ ィング報酬 の一括化 をす るか否かを決めなければなち ない とす る。つ
ま りまず監査法人Xが 両者の報酬 を一括化す るか分離化す るかを決め、その後 に監査法人 とコ
ンサルテ ィング会社が同時 に報酬額 を決定す る と考 える。 こあ場合 一括化 を技術 的に決定す
ることは、監査法人xに 害があるだけで な く、コ ンサルテ ィtiグ会社に も害 を与える。 なぜ な
ら監査法 人Xは 、 コンサ ルテ ィング市場 においてよ り低 い報酬額 を仮想 的に提 示 してい ると考
えることがで きるか らであ る。
コンサルティング報酬の一括僻 …コ鰍サ!k㍗ 乃 会栂 をmaか ら織 すことが目的に
な らない限 り、監査法人Xに とって何の得 に もな らない。一括 化は、 コンサル タン ト会社の提
示報酬額 も引 き下げる効 果があ るので、監査法人Xに 直接的 ・間接的 に悪い影響 を与える.から
であ る。 しか しもしこ こで市場か らコンサ ルテ ィング会社 γを締出す ことが問題 となるな ら、
一括化は利益があ るか もしれ ない。Tirole(1988)の指摘する ようにq5)、…・括化 によるコス ト削
減は一種の過 大投資 であ りくこれに よって監査市場だ けでは な くコンサルテ、イング市場 の独
占 も図ることが可能だか らであ る。 ・、 一 ご,・ … ∵ い
つ ま り監査 業務 とコンサ ルテ ィング業務 を一括化す るこ:とは、短期 的には提示 コンサ ルテ
ィング報酬額を引 き下げ、被監査 会社には利益 になるが監査法人Xに は損害を与える ように見
える。 ところが長期 的には一括化 が、コンサルテ ィング会社 γを採算割 れに追い込み 、市場か
らの撤退 を誘発する巧妙 な戦略 を意味す る。 もちろん現実 的には コンサ ルテ ィン グ会社 γが全
ての ゴンサルテ ィング業務か ら撤退するこ とはあ りえない し、監査法人Xも 全 ての コンサ ルテ
ィング分野で監査業務 との一括提 供 を進 め ることはで きないであろ う。・:
しか し例 えば内部統制の整備あ るいは内部統制用 ソフ トの提供な どの コンサルテ ィング業務
は、監 査業務 と一括提 供され るのが 自然 の流 れであろ う。 一括提 供 と.し・う行 為その ものが 監
査法 人Xの 限界 コス トを低減する効 果があるため 、コ ンサ ルテ1イング会社 γは長期 的には価格
競 争に勝 つこ とができ・ずCこ れ らの分野か ら撤退せ ざるをえない。 この結果い?た んその分野
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における監査法人κの独 占が確立すれ ば、被監査会社は業務 の割引提供 を もはや享受 できず～
監査法 人Xの みが一方的にその恩 恵を受け ることになる。 これは、監査法人Xを 一方的に利す
るため1被 監査会社 に対す る独 立性 に負の影響 を及ぼす と考え ざるをえない。Jt.;'1.
1;さらに両業務 の一二一括供与が:Simunic'(1984)の指摘す るよ うな相 乗効果 を生み ↓監査 業務 と
コンサルテ ィング業務 を 一括供与 した時の限界 コス トをさらに引 き下げる・とする。その結果は
明 白で、監査法人Xの コンサル タン ト報酬の仮想提示額 は さらに低 くなるであ ろ うらこ れは、
短期的には相乗効果か ら生 まれる監査法 人Xの経 済利害が、市場機構 を通 じて さらに被監査会
社 に還元 され、監査法NXの 独立性への影響は一層小 さくなる ように見える。 .'.,i
`ところが コンサ ルテ ィング会社 γに とっては監査法 人万との価格競争が益 々困難にな り、市
場 に留 まることによる損害 も一段 と太 き ぐなる。 そのため コ ンサ ルテ ィング会社yの 市場 か ら
の撤退は一層 早ま り、監査法人Xの 独 占を早め ることになる。,いったん監査法人Xに よる1ン
サ ルテ ィング市場 の独 占が確立すれば、相乗効果 か ら生 まれる経済利害が 市場機構 を通 じて
被監査会社 に還元 されること もない。被 監査会社 は業務 の割引提供 を もはや享受で きず、1発
生す る経済 的利害 か ら恩恵 を受 けるのは監査法人万ばか りとなるo.この よ うな観点から見 る
と、監査法人 による コンサルテ ィ'ング部門の分社化 は、:両業務の一括 供与 どコ ンサ ルテ ィン
グ市場の新 たな独 占を阻止 し、発生 する経 済利害の独 立性への影響 を防止する効 果的な方法
である と言 える。
2.財務諸表監査業務 とコ ンサ ルテ ィング業務
財務諸 表監査 業務 の 市場 はその需要 に対 して強 い法律 的制 約が課 されている規制市場であ
る。そ うす る とこのモデルでは監査 を義務付け られた企業は、監査市場 を独 占 して)}る監査
法 人Xか ら必 ず監査業務 の供与 を受け なければならない。 この場合監査法人Xが 、監査業務 と
コンサ ルテ ィング業務 を一括で なければ供与 しない とするならく独 占禁止違反である。 ところ
が前 に述べた ように、:被監査会社に対する内部統制の整備や内部統制 ソフ トの販売 などは、監
査業務 と…括化され るのが 自然 であ りア般的であろう。 この ような場 合に監査法 人Xを 独占禁
止違反 で取 り締 まることはなか なか容易ではない。
しか も監査市場 がその需 要に関 して法律 的制約 を受 けてい ると、監査法人Xは 、'コンサルテ
ィング業務 をセ ヅ トで供与 して もその監査契約 を失 うこ'どはな くなって しまう。っ ま り一つ の
コンサ ルテ ィング契約 を失 うこ とによって監査市場 で も、v-cを同時 に失 うこ とtがない と保
証 され るのである。 コンサルテ ィング会社は、最初 から市場 における締 出 しを受 けることにな
る。 そのため規制市場では監査業務 とコンサルテ ィング業務 の 一括供与は、監査法 人が一方
的 に経済的恩恵 を受 けるだけであ り、短期 的に も長期的 にも被監 査会社 には何 の利益 に もな
らない6独 立性 を守 り競争を促 進す るために、,コンサ ルテ ィング部門の分社化 を進め る しか
方法はない。…:・'∴ ㍉.、'一 ・,..… 二/
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3.保証業務 とコシサ ルデ ィ'ング業務'・/t∵"・ ・
・現 在で は公認会計士業務 の証明業務 を拡張 して、・監査業務 を含めた保 証業務 とい う概念が
生み出 されている。 この業務 には、高程度 と中程度の品質のもめがあ り,高程度の保証 を 「監
査 」 と呼 び、中程度め保証 を 「レビュー∫ と呼ぶ。・当然財務諸表監査 を除いて保証 業務 に関
しては公認会 計士の ラ イセ ンズ独 占は認め られてい ない。 また保証業務 の需 要に対す る法律
的制約 もない。つ まり現状 では一般 に保証業務 は、'非規制市場 で提供 される ど考えるこ とが
で きる。'・.'・ ・'・ ・'.1"
保証業務 における独 占 を公認 会計士 が獲得す れば、 ヒで述べ た非規制市場 における監査法
人Xの 行動分析がその まま応用で きるこどになる。公認会計 上は、保証業務 の独占を足場 にし
て さらに コンサルテ ィング業務の シェアの増加 を図ることがで きる。.アメリカなどで公認会計
士協 会 自体が:・・保証 業務 の認知 に特別 の関心 を示す のはそのためであ ると考 えて よい6・この
場 合 もし保 証業務 め独立性 が問題 となる とず ると、短期 的には独 立性 に中立か少な くとも悪
い影響 は ないが;・長期的 には独 立性 に負の影響 をもた らす可能性 は否定で きない。 なぜ な ら
前 に述べ た ように公認会計 上が 、'競争相手の コ ンサルテ ィング会社 を締出 しその業務 の独 占
を確 立 し、一方的に利益 を享受 する可能性が あるか らである。 ・t・/4i∵
W監 査法人による不完全競争と独立性に対する影響
次 に監査法 人同士の競 争が問題になる場合 を検討す る6n米 の監査市場 は、 ビヅク5という
大手監査法 人に よる二種 め寡占市場 と考 えて もよい。 そのため こごでの分析 においては、完
全競争市場 ではな く寡 占市場 における監査法 人め競争 に焦点 をあてて分析 を加えて い く。そ
の際に特 に重視 したい ことは、・市場 が複数 の監査法 人の寡 占状 態 にあ る場 合に、'監査部 門と
コンサ ルテ ィング部門の分社化が独 立性 に有効かであ る。`　
ここで は単純化 のたあ に、監査市場 とコンサルテ ィング市場 、例 えば内部統 制の整備や内
部統制 ソフ トめ販売市場 が、2つ の監査法 人X!と監査法 人X2の寡 占市場 であつた とする。「な
お2つ の監査法人 による寡占市場 の分析 は、その まま複数の監査法人 による寡占市場 に もそ
の まま当てはめて議論ができると考 えている{16)。ま'た監査 どコンサルティング市場は、Simunic
(1984)の定義 の ように分 社化 しない限 り相乗効果が見込 まれ ると しだ。つ ま り両業務 を別 部門
レ
化 して も、両業務 にかかる限界コス トの削減効果 はその まま発揮 されることになる。 なお監査
業務 とコンサルテ ィング業務 は、'原則 と して セ ヅ トで被監査会社 に供与 され るとした。
まず監査法人Xlと監査法人X2は、監査報酬 とコンサルテ ィング報酬の合計報酬額 について
価格競争 を行 ってい るが、報酬額 を決定す る前 にコ ンサ ルテ ィング部門を分社化す るか否か
を決定 しなけれ ばな らない とす る。 そこで監査法人X,はコンサ ルテ ィング部門を分社化 しな
い戦略 を選択 し、監査法 人x2は分社化を選択 した とする。監査法 人Xlとx2はこの選択 を した
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後 に、相 手の行動 を観 察することな くそれぞれ同時 に両業務の合計報酬額ρ1とρ2を決定する
とした。 コンサルテ ィング部門を分 社化 しない戦略は 、Tirole(1988)が指摘 するu7}過大投資 に
よる限界 コス トの低減 と同様 な効果 を生み 出す。監査法 人x2の提 示報酬 額p2か所与 であると
す る と1監 査法人Xlは、 自分 の残余需 要に対 して は独 占企業 と:して行動す ることになる6i監
査法入xiの限界ゴス トと提 示報酬額 との関係はIV章の(10)～(17)で証 明 したこ どが その まま成
り立つ ことになる。つ まり図1に おい て監査法 人Xlの限界 コス トの低減 はその反応 曲線 を左
に移動 させ∴提示報酬額か を同時 に減少 させ ることで ある○
分社化 を選択 しなかったことか ら発生 した限界 コズ ト削減効果 はvむ しろ監査法人Xlにと
って負の影響 を友ぼす。分社化 を選択 した場合 よ り被 監査会社 に対 す る提 示報酬額 を刷 き下
げなければならないか らで ある。 この結 果監査法 人炬 も提示価格 の引 き下 げを余儀 な くされ
る。監査 業務 どコ ンサ ルティ泌グ業務の 同時供与 から生み 出 される経 済利害 は、短期 的には
市場機構 を通 じて被監査会社に還元 されるだ けで な く、監査法 人に とってはむ しろ経 済的に
不利益 を もた らす∴ この ような点か ら考え ると分 社化 を選択 しない ことはぐ被監 査会社 に対
する独立性 に悪い影響 を及ぼ さない と受 け止め ることがで きる。.、,二 ・、.一・
Lか し実{よ分社化 を選択 しない戦略は「トップ ドッグ」(Topdog)戦略 とも呼 ばれ(Tirole1988)(18)、
競争相手の監査法人 を市場 から締 出ず攻 撃性くaggressiveheSs)を表 した ものである6、'競争相手
の監査法人万 が分 社化 を選択す る と、コ ンサ ルデ ィング業務 のセ ヅ ト供与 に よる単純 な限界
コス ト減少 も相乗効 果による限界 コス ト削減 も起 こらない。監査法 人x2はその状 況で提示報
酬額の引 き下げ まで強い られるこ とになる。 これで は分 社化 を しなかoた 監査法 人Xiとはま
ともに競 争で きない。そのため長期 的にみ ると市場 か ら撤退す る しか選択 の余地 はな くなる。
コンサルテ ィング業務 のセ ッ ト供与 とその知識 の蓄積か ら発 生す る相乗効果が限界 コス ト.を削
減する時は、 この ような行動 を引 き起 こす可能性があ り寡 占市場 で は望 ま しくないδそれゆ
えに長期的 には分社化 を促 して寡 占的競争を受容する(la6conimodat▲6h)戦略が選択 され るのが
こ・般 的である。 この よう'な戦略は 「子犬」『(pUppシdo9)戦略(Tirole1988)u9)ども呼 ばれ る。,
ltとの議論 は、市 場が複数の監査法 人による寡占の場合 に も当然 当ではめ ることがで きる。つ
ま り寡 占市場 では長期 的には分社化 を選択す る'ことが正解 とな り、.コンサ ルテ ィ:ング業務の
独 立性 に対す'る影響 は当然中立 となる。最近5大会計事務所の 一つKPMGが、・自主的 にコンサ
ルディング部門の分離 とその株式の 止場 を行 ったのはその流れの一つであろ う。 またプライス
ウず一 夕ハ ウス ・クLパ ース も、コンサ ルティング部門の ピュー レッ トパ ツカ≒ ドペの売却は
挫折 したが なお分社化 を模索中である(捌。 コ ンサ ルテ ィング業務の供与 は、寡 占市場では監
査法人の最適な行動戦略 を考慮 に入れ ると、短期 的に も長期的 にも独立性 には中立で負の影
響 は及ぼさないと言えるか もしれない。ただ しこσ)ような結論は、監査法人が営 む全てのコン
サルテ ィぞング業務 について言えるものではな く;監 査法 人による寡占がかな り確立 されでいる
分野に限 られる。 い ‥
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本小稿の分析か ら得 られる結論 は次 のようにまとめ られ る。 、、
(1>監査 市場が監査法人によって独占 されてい るClしか しコンサ ルテ ィング市場 ではコンサ
.ルテ ィング会社 と寡 占競 争が行われてい るとして次 の点が指摘 され た。監査法人が監査 業
務 とコンサ ルテ ィング業務の一括供与 を行 うことは、・コ ンザルテ ィング会社が市場 に留 ま
ろ うとす る限 り、被 監査会社 に一方 的 に有利 に働 き監査法 人には何 の経 済利害 も生 まれ
ず損害 しか残 らない。 ゆえに短期的 には一括 供与 は、監査法 人の独 立性 に対 して悪い影
響 は与えない。 しか しい ったん コンサ ルテ ィツ グ会社が その損失 に耐 え られず撤 退す る
と、監査法 人の独 占が確 立 しその利益 は被監査 会社 に還 元 される こピ もない。長 期的 に
見 る'ど一括供与 は、監査法 人に重要 な経 済的利害 を生み 出 し独 立性 に負 の影響 を及ぼす
ことになる。一括供与 が限界 コス ト削減 とい う相乗効果 を生み出す場合 には、 コ ンサルテ
ィ:ング会社の損 害はよ り大 き く撤退の時期が よ り早 まるので、長期 的な問題が よ り早く現
われ る可能性がある。監査業務 とコ ンサルテ ィ、ング業務の分社化が一つの長期的 な解決策
と考 えられる。 、 ・ ・..・ 、.・ ・iい い い,
(2)上の(1)の議論は、市場 がその需 要について非規制市場 である保 証業務 に特 によ く当ては
まる。 しか し財務諸表監査の ように市場がその需 要 について規制市場で あるとす ると、監
・査 業務 どユ ンサ ルテ ィン グ業務 の〒括供 与はミ短期 的に も長期的 に も被 監査 会社 には不
利益 にな るご独立性 を守 るために コンサルテ ィング部門の分社化 を進め る必要がある。
・(3)監査市場 とコン サ ルテ ィング市場 で監査法人同士の寡 占競争が行 われていると して次の
点が指摘 された。 この2つ の業務 を分社化 しない選択 をすれば、短期 的には限界 コス トの
削減 とい う効果があ り提示報酬額 の引 き下げにつなが る。 コス ト削減か ら生 まれる経 済利
害は市場 を通 して被監査会社 に対 して還元 されるこ とになる。 しか し監査法人が市場の寡
占を維持 したいなら、分社化 を選択す る方が長期 的にはよ り望 ましい戦略 となる。 それゆ
えに監査法人に よる市場の寡 占化が進んでいるゴンサ ルテ ィング業務 に関 しては、短 期的
にも長期的 にも独 立性 に悪 い影響 を及ぼす ことは少 い と考えられ る。
最後 にここで定義 しだ ような、'監査 業務 とコンサ ルテ ィング業務の セ ッ.トで の供与 は現実
には少ない とい う反論 も考 えられる。 しか し厳密な意味でのセ ゾ ト供 与でなくても、それ に近
い状況が あれ ば十分と い うことで議論 を進めた。 よ り緻密 な議 論の展 開は今後 の課題 と した
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